
（R6.3.31）

黒部市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）等策定 関連事業

市民・事業者アンケート結果



アンケート調査の結果（市民アンケート）

1

Q2-1.ゼロカーボン（カーボンニュートラル、脱炭素）について関心があるか Q2-2. ゼロカーボン（カーボンニュートラル、脱炭素）に関する情報源は何か

✓ 「とても関心がある」「関心がある」の合計でおよそ半数に達して
おり、市民の関心度が高いことがうかがえる

✓ 一方で「関心がない・知らない」も2割近くを占めており、関心を持ってもらう
取り組みの展開も必要と考えられる

✓ 関心があると答えた市民のうち、主な情報源は「テレビ・ラジオ等の視聴型
の媒体」が最も多く、半数超を占めている

✓ 他方、ウェブサイトや講習会等の能動的に情報を得る媒体の比率は低く、
広く普及するためには受動型媒体が適していると考えられる

52

13%

141

35%

130

32%

78

19%

3

1%

とても関心がある

関心がある

どちらかというと関心がある

関心がない・知らない

無回答

Ｎ＝404

214

100

52

10

10

5

99

テレビ、ラジオ等の視聴型の媒体

新聞、雑誌、チラシ等の紙媒体

ウェブサイト、SNS等のインターネッ

ト媒体

講習会、授業、セミナー等

知人、家族から教えてもらった

その他

無回答

0 50 100 150 200 250

N=404（複数回答）

市民・事業者アンケート

48％



アンケート調査の結果（市民アンケート）

2

Q2-3.暮らしの中で地球温暖化の影響による危機を感じているか Q2-4.ゼロカーボンについて、自ら取り組む考えはあるか

✓ 「とても感じる」「やや感じている」の合計で半数超となっており、日
常生活における危機感がゼロカーボンの関心度の高さに繋がっていると考え
られる

✓ 一方で「どちらかというと感じるが、差し迫った危機ではない」という回答も2割
近くを占めており、「認知しているが理解していない」層に向けた啓発活動も
重要と考えられる

✓ 「取り組みたい」という意思を示す回答は全体の8割に達しており、
施策内容によって市民の自発的な取り組みが期待できる

✓ 特に「意思はあるが何をすれば良いかわからない」という回答が3割近くあるこ
とから、計画の中で具体的な行動に繋がる取り組み内容を提示することが
重要と考えられる

57

14%

152

38%

113

28%

19

5%

4

1% 59

14%

積極的に取り組みたい、す

でに取り組んでいる

機会があれば取り組みたい

取り組む意思はあるが、何

をすれば良いかわからない

取り組むつもりはあまりない

取り組みたくない

無回答

Ｎ＝404

104

26%

140

35%

72

18%

30

7%

3

1%
55

13%

とても感じている

やや感じている

どちらかというと感じるが、

差し迫った危機ではない

あまり感じていない

感じていない

無回答

Ｎ＝404

市民・事業者アンケート

60％ 80％



アンケート調査の結果（市民アンケート）

3

Q3-1.ゼロカーボンの実現に向けた取り組みの状況 Q3-2.取り組んでいる活動はなにか（複数選択可）

✓ 「取組を行っている」との回答が全体の6割超と、多くの市民がすでに行動
に移していることがうかがえる

✓ 「現在は取り組みを行っていない」との回答も全体の3割超を占めており、こ
うした層に取り組んでもらうことで機運が高まることが期待される

✓ 「取組を行っている」回答者の具体的な取り組みとして、「節電」「ごみの減
量化・資源化」「省エネ家電の購入」が上位であり、家計に直結する取り組
みに対しては意識が高い傾向がみられる

✓ 一方で再エネ設備や蓄電池、エネファームなどの初期投資が必要な取り組
みは取り組みが進んでいない

251

62%

133

33%

20

5% 取組を行っている

現在は取組を行っていない

無回答

Ｎ＝404

205

178

149

124

74

33

32

10

4

3

1

0

節電（こまめな消灯等）

家庭ごみの減量化・資源化

省エネ家電の購入（LED、高効率冷暖房…

ヒートポンプ式給湯器（エコキュート）の設置

EV、PHV、HV車の購入

公共交通機関、自転車の積極利用等

太陽光パネルや太陽熱温水器等の設置

家庭用蓄電池の設置

その他

木質ストーブの設置

家庭用燃料電池（エネファーム）の設置

無回答

0 100 200 300

N=404（複数回答）

市民・事業者アンケート

62％



アンケート調査の結果（市民アンケート）

4

Q3-3. 取り組みを行っていない理由はなにか（複数選択可） Q4-1.ゼロカーボンに向けた今後の取組意欲について

✓ 「取組を行っていない」主な理由としては、情報不足や費用負担への懸念
が挙げられている

✓ こうした市民の感じる課題点を解消できる取り組みを今後の施策に反映し
ていくことが望まれる

✓ 今後の取組意欲は「積極的に」「ある程度」を含めると全体の8割
程度となっており、市民の取組意欲は非常に高い

44

11%

279

69%

32

8%

14

3% 35

9%

今後は積極的に取組を行って

いきたい

ある程度取り組んでみたい

あまり取り組みたくない

今後も取り組むつもりはない

無回答

Ｎ＝404

50

43

39

28

21

16

12

11

4

5

実施のための情報が得られない

導入費用が高い

維持費用などの経済的な負担が増加する

実施によるメリット、意義、効果を感じられない

自宅の構造上、導入が難しい

興味がない（必要性を感じない）

手続き等がわずらわしい、面倒である

相談したいが窓口がない、わからない

その他

無回答

0 20 40 60

N=404（複数回答）

市民・事業者アンケート

80％



アンケート調査の結果（市民アンケート）

5

Q4-2. 今後取り組みたいと思う活動について（複数選択可） Q4-3. どのような対策が実施されれば取り組みやすくなるか（複数選択可）

✓ 「今後取り組みたい」回答者の取り組みとして、「節電」「ごみの減量化・資
源化」「省エネ家電の購入」が上位であり、Q3-2.同様、家計に直結する
取り組みに対する意識が高い傾向がみられる

✓ 上記に次いで「次世代自動車の購入」「公共交通機関の利用」が多くなっ
ており、移動に対するニーズも比較的高い

✓ Q4-1.で「あまり取り組みたくない」「取り組みたくない」を選択した市民のうち、
約4割が「わからない」を選択している

20

20

10

8

5

3

1

設備導入に対する補助制度などの負担軽減策

よくわからない

ポイントや商品券などの特典の付与

取組に関する情報提供や窓口の設置

その他

積極的な広報など、ゼロカーボンの機運上昇

無回答

0 10 20 30

N=46（複数回答）

225

215

166

123

82

57

43

36

14

13

9

3

節電（こまめな消灯等）

家庭ごみの減量化・資源化

省エネ家電の購入（LED、高効率冷暖房…

EV、PHV、HV車の購入

公共交通機関、自転車の積極利用等

ヒートポンプ式給湯器（エコキュート）の設置

家庭用蓄電池の設置

太陽光パネルや太陽熱温水器等の設置

木質ストーブの設置

家庭用燃料電池（エネファーム）の設置

その他

無回答

0 100 200 300

N=323（複数回答）

市民・事業者アンケート



アンケート調査の結果（市民アンケート）

6

Q4-4. 具体的に取り組むべき施策について（3つまで選択可）

✓ 回答数が多い施策は、「ごみ減量化・資源化」「災害に強いまちづくり」「小水力発電」のほか、「EVに関する支援」が上位であった

✓ 他方、情報発信やイベント開催等に関する回答数は少ないことから、直接的な支援に関するニーズが高いと考えられる

135

115

104

100

98

96

90

68

60

54

43

35

26

19

12

15

「ごみ減量化・資源化」により「焼却処分時に発生する二酸化炭素の抑制」や…

太陽光発電設備の設置に併せて停電時でも電力供給が可能となるよう「蓄電設備」や…

豊富な水資源を利用した「小水力発電」の設置を進める施策

電気自動車等の購入や電気自動車の充電器設置の支援を行う施策

住宅、事業所への太陽光発電設備や、蓄電池、エネファーム、エコキュート等の…

省エネ性能に優れたLED照明や高効率空調等、「省エネ機器」の設置支援を行う施策

学校跡地等の公有財産に太陽光発電などの「再生可能エネルギー」設備を設置する施策

「こまめな消灯」など身近な省エネの啓発を進める施策

ガソリン車の利用抑制や高齢者等交通弱者の移動手段確保を目的とした…

公有財産の敷地等に「民間事業者」が太陽光発電設備などを設置させ、…

ゼロカーボンの実現に向けた情報を発信する施策

市民、事業者等の行う様々なゼロカーボン活動へ支援を行う施策

灯油を使用しない薪ストーブやペレットストーブの設置支援を行う施策

意識・理解向上のイベント開催や環境保全機器の展示会等を行う施策

その他

無回答

0 20 40 60 80 100 120 140 160

N=404（複数回答）

市民・事業者アンケート

「ごみ減量化・資源化」により「焼却処分時に発生する二酸化炭素の抑制」や
「プラスチックごみ資源化による新たな炭素発生の抑制」を進める施策

太陽光発電設備の設置に併せて停電時でも電力供給が可能となるよう「蓄電設備」や
「V２H」の設置を推進し、ゼロカーボンと合わせ「災害に強い街づくり」を目指す施策

豊富な水資源を利用した「小水力発電」の設置を進める施策

電気自動車等の購入や電気自動車の充電器設置の支援を行う施策

住宅、事業所への太陽光発電設備や、蓄電池、エネファーム、
エコキュート等の環境保全機器の設置支援を行う施策

省エネ性能に優れたLED照明や高効率空調等、「省エネ機器」の設置支援を行う施策

学校跡地等の公有財産に太陽光発電などの「再生可能エネルギー」設備を設置する施策

「こまめな消灯」など身近な省エネの啓発を進める施策

ガソリン車の利用抑制や高齢者等交通弱者の移動手段確保を目的とした
公共交通機関、自転車の利用を推進する施策

公有財産の敷地等に「民間事業者」が太陽光発電設備などを設置させ、
「再生可能エネルギー導入」を進める「PPA」などの官民連携の施策

ゼロカーボンの実現に向けた情報を発信する施策

市民、事業者等の行う様々なゼロカーボン活動へ支援を行う施策

灯油を使用しない薪ストーブやペレットストーブの設置支援を行う施策

意識・理解向上のイベント開催や環境保全機器の展示会等を行う施策

その他

無回答



アンケート調査の結果（事業者アンケート）

7

Q1. 回答者の属性（N=56）

✓ 業種は、「製造業」「建設業」「卸売、小売業」で全体の3/4を占めるものの、
各業種満遍なく回答が得られている

✓ 事業所形態は、「事務所・営業所」が全体の約4割を占めている

✓ 従業員数は、10人以下が全体の約5割を占め、個人事業主や小規模な
事業所の割合が高い

✓ 「50年以上」の企業が全体の半数超を占める

市民・事業者アンケート

0% 20% 40% 60% 80% 100%

農林業 水産業 建設業 製造業 運輸、通信業

卸売、小売業 金融、保険業 不動産業 飲食店、宿泊業 医療、福祉

サービス業 その他 無回答

23％ 25％

2％

21％ 14％

2％

2％

2％

5％4％

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事務所・営業所 店舗・飲食店

ホテル・旅館 倉庫・輸送センター・配送センター

工場 その他

無回答

42％ 25％ 3％3％ 22％ 3％

38% 11% 21% 20% 4%7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1～5人 6～10人 11～20人 21～50人 51～100人 101人以上 無回答

9% 38% 54%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10年未満 10～30年未満 30～50年未満 50年以上 無回答



アンケート調査の結果（事業者アンケート）

8

Q2-1.ゼロカーボン（カーボンニュートラル、脱炭素）について関心があるか Q2-2. ゼロカーボン（カーボンニュートラル、脱炭素）に関する情報源は何か

✓ 「とても関心がある」「関心がある」の合計で半数弱となっており、
事業者の関心度も高いことがうかがえる

✓ 他方、「それほど関心がない」「関心がない・知らない」も2割近くを占めており、
関心度にばらつきが大きいとも言える

✓ 関心があると答えた事業者のうち、主な情報源は「テレビ・ラジオ等の視聴
型の媒体」が最も多く、半数超を占めている

✓ 他方、ウェブサイトや講習会等の能動的に情報を得る媒体の比率は低い

6

11%

21

37%
18

32%

9

16%

1

2%

1

2%

とても関心がある

関心がある

どちらかというと関心がある

聞いたことはあるが、それほど

関心がない

関心がない・知らない

無回答Ｎ＝56

市民・事業者アンケート

48％ 29

23

10

9

1

0

5

テレビ、ラジオ等の視聴型の媒体

新聞、雑誌、チラシ等の紙媒体

講習会、授業、セミナー等

ウェブサイト、SNS等のインターネット媒体

知人、家族から教えてもらった

その他

無回答

0 10 20 30 40

N=56（複数回答）



アンケート調査の結果（事業者アンケート）

9

Q2-3.事業活動を行う上で地球温暖化の影響による危機を感じているか Q2-4.ゼロカーボンについて、自ら取り組む考えはあるか

✓ 「とても感じる」「やや感じている」の合計で6割超となっており、事
業活動における危機感がゼロカーボンの関心度の高さに繋がっていると考え
られる

✓ 一方で「どちらかというと感じるが、差し迫った危機ではない」という「認知して
いるが理解していない」層も全体の2割程度いる

✓ 「取り組みたい」という意思を示す回答は全体の9割近くに達して
おり、施策内容によって事業者の自発的な取り組みが期待できる

✓ ただし「意思はあるが何をすれば良いかわからない」という回答が3割近くある
ことから、計画の中で具体的な行動に繋がる取り組み内容を提示することが
重要と考えられる

13

23%

23

41%

12

21%

5

9%

2

4%

1

2%
とても感じている

やや感じている

どちらかというと感じるが、差し

迫った危機ではない

あまり感じていない

感じていない

無回答
Ｎ＝56

9

16%

25

45%

16

28%

5

9%

0

0%

1

2% 積極的に取り組みたい、すでに取り

組んでいる

機会があれば取り組みたい

取り組む意思はあるが、何をすれば

良いかわからない

取り組むつもりはあまりない

取り組みたくない

無回答

Ｎ＝56

市民・事業者アンケート

64％ 89％



アンケート調査の結果（事業者アンケート）

10

Q3-1.ゼロカーボンの実現に向けて実施している行動 Q3-2.取り組みを行っていない理由はなにか（複数選択可）

✓ 全体では「照明等のLED化」が最も多く、次いで「低公害車の購入」「廃棄
物の減量化・資源化」という並びとなった

✓ これらに次いで「再エネ発電設備の導入」が多くなっており、以前より導入の
ハードルが下がっていると考えられる

✓ 取り組みを行っていない理由は、「興味がない」、「導入費用・維持費用が
高い」、「構造上、導入が難しい」が同数ずつ並ぶ結果となった

市民・事業者アンケート

47

18

16

10

10

8

8

5

5

4

3

3

3

1

1

1

0

0

0

1

照明等の省エネ化（LED 照明等）

低公害車の購入（EV、PHV、HV等）

廃棄物の減量化・資源化

再エネ発電設備の導入

電気・ガス等のエネルギー使用量の調査

省エネのための施設改修（屋根の断熱改修等）

ボイラー等の省エネ化（高効率機器への更新）

省エネ診断の実施

温室効果ガス排出量の削減目標の設定

温室効果ガス排出量の調査

農業用器具、土木機械等の電動化

脱炭素に関する環境研修の実施

いずれも実施していない

熱利用設備の導入（木質ボイラー設置等）

エネルギーマネジメントシステムの導入

「再生可能エネルギー」電力プランの契約

業務用蓄電池の設置

熱電併給システム（コジェネ）の導入

その他

無回答

0 20 40 60

N=56（複数回答）

2

28%

0

0%

0

0%0

0%0

0%

2

29%

2

29%

0

0%
1

14%

興味がない（必要性を感じな

い）
温暖化対策のメリット、意義、効

果を感じられない
温暖化対策の情報が得られない

温暖化対策について相談したい

が窓口がない
手続き等が面倒

省エネ設備等の導入費用、維持

費用が高い
事業所の構造上、導入が難しい

何をすれば良いかわからない

その他

N=3（複数回答）



アンケート調査の結果（事業者アンケート）

11

Q3-3.事業所における再エネの導入状況、再エネ電源の購入状況 再エネ発電設備について

✓ 全体では「いずれも行っていない」が最も多く66％、次いで「再エネ発電設
備の導入」が18％で、「再エネ電力の購入」は2％、「再エネ熱利用設備の
導入」はゼロであった

✓ 導入している再エネ発電設備は、「太陽光発電」が最多で8件、「小水力
発電」は1件であった

✓ これら再エネ電力の使用方法は、「FIT売電」が最多で6件、「自家消費」
は1件であった

市民・事業者アンケート

66％

10

18%

0

0%

1

2%

37

66%

8

14%

太陽光発電などの「再生可能

エネルギー」発電設備を導入し

ている

バイオマスボイラなど「再生可能

エネルギー」熱利用設備を導

入している

「再生可能エネルギー」電力を

購入している

いずれも行っていない

無回答

Ｎ＝56

8

80%

1

10%

1

10%

太陽光発電

小水力

無回答

Ｎ＝10

6

60%1

10%

0

0%

3

30%

FIT 売電

自家消費

その他

無回答

Ｎ＝10

80％

60％



アンケート調査の結果（事業者アンケート）

12

Q3-4.事業所の冷暖房設備の設置・更新年について Q3-5.事業所の照明設備について

✓ 「1～5年前」、「6～10年前」が全体の約6割を占めており、比較的近年
の導入（または更新）が進んでいる状況であった

✓ 他方、「21年以上前」と更新時期を迎えている事業者も1割ほどみられる

✓ 「全てLED化済み」、「半分以上はLED」が全体の約7割を占め
ており、LED化は比較的進んでいると考えられる

市民・事業者アンケート

18

31%

16

28%

10

17%

4

7%

6

10%

4

7%

0

0%

1～5年前

6～10年前

11～15年前

16～20年前

21年以上前

わからない

無回答

Ｎ＝56

21

38%

19

34%

13

23%

3

5%

0

0%
照明は全てLED

照明の半分以上はLED

照明の一部はLED

LED 化は行っていない

無回答
Ｎ＝56

72％59％



アンケート調査の結果（事業者アンケート）

13

Q4-1.ゼロカーボンの実現に向けた今後の取組意欲 Q4-2.今後の取り組み予定、実施したい取り組みについて

✓ 「具体的な取り組みを行う計画がある」、「具体的な計画はな
いが取り組む予定」が全体の約5割を占めている

✓ 一方、「現時点では取り組みを行う予定はない」も4割超となっており、事業
者の中では取組意欲に温度差があるのが現状である

✓ 全体では「照明等の省エネ化」が最も多く、次いで「低公害車の購入」「廃
棄物の減量化・資源化」となっている

✓ 市民と同じく、コスト削減に直結する身近な取組に対しての意欲が高い傾
向が伺える

3

5%

24

43%25

45%

2

3%

2

4%
具体的な取り組みを行う計画

がある

具体的な計画はないが取り組

む予定

現時点では取り組みを行う予

定はない

その他

無回答Ｎ＝56

市民・事業者アンケート

48％

23

19

18

7

7

5

5

4

4

4

3

2

1

1

0

0

0

0

13

照明等の省エネ化（LED 照明等）

低公害車の購入（EV、PHV、HV等）

廃棄物の減量化・資源化

省エネのための施設改修（屋根の断熱改修等）

ボイラー等の省エネ化（高効率機器への更新）

電気・ガス等のエネルギー使用量の調査

脱炭素に関する環境研修の実施

再エネ発電設備の導入

農業用器具、土木機械等の電動化

省エネ診断の実施

業務用蓄電池の設置

「再生可能エネルギー」電力プランの契約

熱利用設備の導入（木質ボイラー設置等）

エネルギーマネジメントシステムの導入

熱電併給システム（コジェネ）の導入

温室効果ガス排出量の調査

温室効果ガス排出量の削減目標の設定

その他

無回答

0 5 10 15 20 25 30

N=56（複数回答）



アンケート調査の結果（事業者アンケート）

14

Q4-3.事業所における再エネ導入や再エネ電源購入等の計画 省エネ設備の導入計画について

✓ 全体では「具体的な計画はない」が最も多く、次いで「省エネ設備の導入
計画」の順となった

✓ 「再エネ発電設備の導入計画」は1件にとどまっている

✓ 省エネ設備の導入計画は、「LED照明」が最も多く6件であった

✓ LED照明以外の省エネ設備は、設備更新のタイミングに合わせて高効率な
設備等に入れ替えるものと考えられる

市民・事業者アンケート

1

0

9

0

37

10

太陽光発電などの「再生可能エネルギー」発電

設備の導入計画がある

バイオマスボイラなど「再生可能エネルギー」熱利

用設備の導入計画がある

省エネ設備の導入計画がある

「再生可能エネルギー」電力の購入計画がある

具体的な計画はない

無回答

0 10 20 30 40 50

N=56（複数回答）

6

1

1

1

1

1

0

LED照明

エアコン更新

高圧トランス

ハイブリッド社用車の購入

高効率空調

コンプレッサー

無回答

0 2 4 6 8

N=9（複数回答）



アンケート調査の結果（事業者アンケート）

15

Q4-4. 具体的に取り組むべき施策について（複数回答）

✓ 回答数が多い施策は、「小水力発電設備の設置」「蓄電池等の設置支援」「省エネ機器の設置支援」のほか、「EVに関する支援」が上位であった

✓ 他方、上位3つ以外には満遍なく回答が入っており、事業者のニーズは多岐に亘っていると考えられる

市民・事業者アンケート

21

19

18

13

13

10

10

8

8

8

8

6

5

5

0

2

豊富な水資源を利用した「小水力発電」の設置を進める施策

住宅、事業所への太陽光発電設備や、蓄電池、エネファーム、エコキュート等の…

省エネ性能に優れたLED照明や高効率空調等、「省エネ機器」の設置支援を行う施策

電気自動車等の購入や電気自動車の充電器設置の支援を行う施策

「こまめな消灯」など身近な省エネの啓発を進める施策

太陽光発電設備の設置に併せて停電時でも電力供給が可能となるよう「蓄電設備」や…

「ごみ減量化・資源化」により「焼却処分時に発生する二酸化炭素の抑制」や…

学校跡地等の公有財産に太陽光発電などの「再生可能エネルギー」設備を設置する施策

市民、事業者等の行う様々なゼロカーボン活動へ支援を行う施策

意識・理解向上のイベント開催や環境保全機器の展示会等を行う施策

ゼロカーボンの実現に向けた情報を発信する施策

公有財産の敷地等に「民間事業者」が太陽光発電設備などを設置させ、…

灯油を使用しない薪ストーブやペレットストーブの設置支援を行う施策

ガソリン車の利用抑制や高齢者等交通弱者の移動手段確保を目的とした…

その他

無回答

0 5 10 15 20 25

N=56（複数回答）

豊富な水資源を利用した「小水力発電」の設置を進める施策

住宅、事業所への太陽光発電設備や、蓄電池、エネファーム、
エコキュート等の環境保全機器の設置支援を行う施策

省エネ性能に優れたLED照明や高効率空調等、「省エネ機器」の設置支援を行う施策

電気自動車等の購入や電気自動車の充電器設置の支援を行う施策

「こまめな消灯」など身近な省エネの啓発を進める施策

太陽光発電設備の設置に併せて停電時でも電力供給が可能となるよう「蓄電設備」や
「V２H」の設置を推進し、ゼロカーボンと合わせ「災害に強い街づくり」を目指す施策

「ごみ減量化・資源化」により「焼却処分時に発生する二酸化炭素の抑制」や
「プラスチックごみ資源化による新たな炭素発生の抑制」を進める施策

学校跡地等の公有財産に太陽光発電などの「再生可能エネルギー」設備を設置する施策

市民、事業者等の行う様々なゼロカーボン活動へ支援を行う施策

意識・理解向上のイベント開催や環境保全機器の展示会等を行う施策

ゼロカーボンの実現に向けた情報を発信する施策

公有財産の敷地等に「民間事業者」が太陽光発電設備などを設置させ、
「再生可能エネルギー導入」を進める「PPA」などの官民連携の施策

灯油を使用しない薪ストーブやペレットストーブの設置支援を行う施策

ガソリン車の利用抑制や高齢者等交通弱者の移動手段確保を目的とした
公共交通機関、自転車の利用を推進する施策

その他

無回答


